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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第39期
第２四半期
連結累計期間

第40期
第２四半期
連結累計期間

第39期

会計期間
自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日

自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日

自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日

売上高 (千円) 6,293,532 7,166,362 13,479,930

経常利益 (千円) 102,043 520,932 722,910

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 64,247 336,846 484,667

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 64,247 350,985 482,767

純資産額 (千円) 3,651,236 3,911,506 3,058,024

総資産額 (千円) 6,677,779 7,272,829 7,080,348

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 10.71 61.18 80.99

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 54.7 53.8 43.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 148,358 1,296,167 941,371

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △453,922 △700,330 △805,133

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 216,462 △472,011 △207,540

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 711,665 849,069 727,563
 

 

回次
第39期
第２四半期
連結会計期間

第40期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成29年７月１日
至 平成29年９月30日

自 平成30年７月１日
至 平成30年９月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 20.52 31.26
 

(注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４　第39期より「従業員持株会信託型ESOP」を導入しております。

　　株主資本において自己株式として計上されている従業員持株会信託に残存する自社の株式は、１株当たり四

半期(当期)純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営んでいる事業の内容につい

て、重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業

等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において、当社グループが判断したものでありま

す。

なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、財政状態の状況については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値で前

連結会計年度との比較・分析を行っております。

 
(1) 経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、輸出が増加基調にあり、設備投資は、企業収益が改善基調を

たどり、業況感も良好な水準を維持するもとで増加傾向を続けており、景気は緩やかに拡大しています。

情報サービス産業におきましても、情報化投資全体としては堅調に推移することが見込まれます。

このような状況のもと、当社グループは、コンサルティングサービス、ソフトウェア製品、システム構築、運

用・保守サービス、クラウドサービス等、顧客の経営課題解決に貢献する付加価値の高いソリューションの提供に

努めました。

当第２四半期連結累計期間の業績につきましては、受注高7,462百万円（前年同四半期比4.4％増）、売上高7,166

百万円（前年同四半期比13.9％増）となりました。利益面につきましては、前年同四半期に比し、売上高が増加し

たこと、ならびに、システムサポート事業を展開する連結子会社の業績が改善したことなどから、大幅に増加いた

しました。営業利益526百万円（前年同四半期比409.6％増）、経常利益520百万円（前年同四半期比410.5％増）、

親会社株主に帰属する四半期純利益336百万円（前年同四半期比424.3％増）となりました。

セグメント別の業績は次のとおりです。

①　ソリューション事業

他社開発ERPパッケージ製品をベースとしたコンサルティング、システム構築につきましては、顧客のグローバ

ル展開支援や情報の可視化を図る複合型ソリューションの提供を推進するとともに、顧客ニーズを踏まえた積極

的な提案活動に努めました。当セグメントの受注高は4,725百万円（前年同四半期比0.9％増）、売上高は4,451百

万円（前年同四半期比8.2％増）、セグメント利益は732百万円（前年同四半期比27.6％増）となりました。

②　プロダクト事業

自社開発ERPパッケージ「mcframe」につきましては、引き続き、顧客・ビジネスパートナーとの関係強化を図

り、ライセンス販売に注力するとともに、継続的なブランド力の強化に取り組みました。当セグメントの受注高

は2,537百万円（前年同四半期比7.0％増）、売上高は2,571百万円（前年同四半期比24.8％増）、セグメント利益

は574百万円（前年同四半期比25.1％増）となりました。ライセンス売上高は1,113百万円（前年同四半期比4.4％

増）となりました。

③　システムサポート事業

東洋ビジネスシステムサービス株式会社が展開する運用・保守等のシステムサポート事業につきましては、引

き続きシステムのライフサイクルサポートの充実に努めました。当セグメントの受注高は199百万円（前年同四半

期比115.1％増）、売上高は142百万円（前年同四半期比19.5％増）、セグメント利益は69百万円（前年同四半期

セグメント損失132百万円）となりました。
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(2) 財政状態の状況

①　資産の部

流動資産につきましては、受取手形及び売掛金の減少、仕掛品の増加等により、前連結会計年度末と比較して

115百万円減少し、4,561百万円となりました。なお、当第２四半期連結会計期間末の総資産に占める流動資産の

比率は62.7％であります。

また、固定資産につきましては、有形固定資産及び無形固定資産の減価償却額が有形固定資産及び無形固定資

産の取得を上回ったこと、投資有価証券の取得による投資その他の資産の増加等により、前連結会計年度末と比

較して307百万円増加し、2,711百万円となりました。

これらの結果、資産の部の当第２四半期連結会計期間末残高は、前連結会計年度末と比較して192百万円増加

し、7,272百万円となりました。

②　負債の部

負債の部の当第２四半期連結会計期間末残高は、短期借入金の減少、賞与引当金の増加等により、前連結会計

年度末と比較して661百万円減少し、3,361百万円となりました。

③　純資産の部

純資産の部の当第２四半期連結会計期間末残高は、第三者割当による自己株式の処分による増加、親会社株主

に帰属する四半期純利益を計上したことによる増加、従業員持株会信託による自己株式の処分による増加、剰余

金の配当による減少等により、前連結会計年度末と比較して853百万円増加し、3,911百万円となりました。

以上の結果、当第２四半期連結会計期間末の自己資本比率は、前連結会計年度末と比較して10.6ポイント増加

し、53.8％となりました。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末と比較して121百万円増加し、

849百万円となりました。

①　営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益520百万円を計上し、減価償却費408百万

円、売上債権の減少403百万円等が、たな卸資産の増加154百万円等を上回ったことにより、全体として1,296百万

円の収入（前年同四半期1,147百万円収入増）となりました。

②　投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の取得による支出、有形固定資産の取得及び無形固定資

産の取得（自社開発ERPパッケージ「mcframe」の開発投資等）による支出等により、全体として700百万円の支出

（前年同四半期246百万円支出増）となりました。

③　財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の純増減額の減少、第三者割当による自己株式の処分によ

る収入、配当金の支払による支出等により、全体として472百万円の支出（前年同四半期688百万円支出増）とな

りました。

 
(4) 経営方針・経営戦略等

当第２四半期連結累計期間において、当連結会社が定めている経営方針・経営戦略等に重要な変更等はありませ

ん。

 

(5) 対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および新

たに生じた課題はありません。

 
(6) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は31百万円であります。
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３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 24,000,000

計 24,000,000
 

 

②【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成30年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成30年11月９日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,000,000 6,000,000
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は100株であ
ります。

計 6,000,000 6,000,000  ―  ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成30年９月30日 ― 6,000,000 ― 697,600 ― 426,200
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(5) 【大株主の状況】

  平成30年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式(自己株式を
除く。)の総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社図研
神奈川県横浜市都筑区荏田東２丁目25番
１号

1,140,000 19.44

三谷産業株式会社 石川県金沢市玉川町１番５号 744,000 12.69

ウイングアーク１ｓｔ株式会社 東京都渋谷区桜丘町20番１号 480,000 8.18

株式会社インテック 富山県富山市牛島新町５番５号 360,000 6.14

キヤノンＩＴソリューションズ
株式会社

東京都品川区東品川２丁目４番11号 360,000 6.14

株式会社テクノスジャパン 東京都新宿区西新宿３丁目20番２号 180,000 3.07

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 113,000 1.92

B-EN-G社員持株会 東京都千代田区大手町１丁目８番１号 91,800 1.56

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11番３号 62,900 1.07

株式会社アバント 東京都港区港南２丁目15番２号 54,000 0.92

株式会社テラスカイ 東京都中央区日本橋２丁目11番２号 54,000 0.92

計 － 3,639,700 62.09
 

(注) １　上記のほか当社所有の自己株式138,647株があります。

２　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）には、従業員持株会信託が所有する当社株式

78,700株が含まれております。

 
(6) 【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成30年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

― ―
普通株式　　138,600

完全議決権株式(その他)
 普通株式  

―
5,860,500 58,605

単元未満株式
 普通株式

― ―
900

発行済株式総数
6,000,000

― ―

総株主の議決権 ―
58,605

―
 

(注) １　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、従業員持株会信託が所有する当社株式78,700株（議

決権787個）が含まれております。

２　単元未満株式の普通株式には、当社所有の自己株式47株が含まれております。
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②【自己株式等】

平成30年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
東京都千代田区大手町
１丁目８番１号

138,600 ― 138,600 2.31東洋ビジネスエンジニア
リング株式会社

計 ― 138,600 ― 138,600 2.31
 

　

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成30年７月１日から平成

30年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、新日本有限責任監査法人は、名称変更により、平成30年７月１日をもって、EY新日本有限責任監査法人とな

りました。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 727,563 849,069

  受取手形及び売掛金 3,174,657 2,771,248

  仕掛品 349,670 503,790

  その他 424,449 437,001

  流動資産合計 4,676,340 4,561,110

 固定資産   

  有形固定資産 121,118 113,139

  無形固定資産   

   ソフトウエア 1,535,664 1,440,302

   その他 0 0

   無形固定資産合計 1,535,664 1,440,302

  投資その他の資産   

   その他 752,724 1,163,776

   貸倒引当金 △5,499 △5,499

   投資その他の資産合計 747,224 1,158,276

  固定資産合計 2,404,007 2,711,718

 資産合計 7,080,348 7,272,829

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 558,132 529,597

  短期借入金 1,200,000 300,000

  未払法人税等 96,246 213,894

  前受金 570,896 699,397

  賞与引当金 575,858 734,500

  役員賞与引当金 15,000 ―

  品質保証引当金 9,683 10,309

  受注損失引当金 5,693 ―

  その他 770,813 727,453

  流動負債合計 3,802,324 3,215,153

 固定負債   

  長期借入金 220,000 146,169

  固定負債合計 220,000 146,169

 負債合計 4,022,324 3,361,323

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 697,600 697,600

  資本剰余金 426,200 447,955

  利益剰余金 2,882,101 3,141,087

  自己株式 △945,977 △387,375

  株主資本合計 3,059,924 3,899,267

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 ― 16,458

  為替換算調整勘定 △1,900 △4,219

  その他の包括利益累計額合計 △1,900 12,238

 純資産合計 3,058,024 3,911,506

負債純資産合計 7,080,348 7,272,829
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年９月30日)

売上高 6,293,532 7,166,362

売上原価 4,484,750 4,984,045

売上総利益 1,808,782 2,182,316

販売費及び一般管理費 ※  1,705,510 ※  1,655,997

営業利益 103,271 526,318

営業外収益   

 受取配当金 907 1,283

 その他 807 456

 営業外収益合計 1,714 1,739

営業外費用   

 支払利息 2,285 4,489

 為替差損 650 38

 支払手数料 ― 2,049

 その他 6 548

 営業外費用合計 2,942 7,125

経常利益 102,043 520,932

税金等調整前四半期純利益 102,043 520,932

法人税等 37,795 184,085

四半期純利益 64,247 336,846

親会社株主に帰属する四半期純利益 64,247 336,846
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年９月30日)

四半期純利益 64,247 336,846

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 ― 16,458

 為替換算調整勘定 ― △2,319

 その他の包括利益合計 ― 14,138

四半期包括利益 64,247 350,985

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 64,247 350,985

 非支配株主に係る四半期包括利益 ― ―
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 102,043 520,932

 減価償却費 377,145 408,850

 賞与引当金の増減額（△は減少） △167,144 158,642

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） △35,000 △15,000

 品質保証引当金の増減額（△は減少） △22,725 626

 受注損失引当金の増減額（△は減少） △17,508 △5,693

 受取利息及び受取配当金 △1,065 △1,457

 支払利息 2,285 4,489

 為替差損益（△は益） 650 38

 売上債権の増減額（△は増加） 136,614 403,409

 たな卸資産の増減額（△は増加） △135,813 △154,120

 前渡金の増減額（△は増加） 22,163 △27,554

 仕入債務の増減額（△は減少） 6,053 △138,112

 前受金の増減額（△は減少） 36,328 128,500

 その他 12,625 72,215

 小計 316,651 1,355,765

 利息及び配当金の受取額 1,065 1,457

 利息の支払額 △2,330 △4,007

 法人税等の還付額 131 14,353

 法人税等の支払額 △167,160 △71,402

 営業活動によるキャッシュ・フロー 148,358 1,296,167

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △49,840 △9,142

 無形固定資産の取得による支出 △383,378 △295,663

 貸付けによる支出 △20,000 ―

 投資有価証券の取得による支出 ― △395,131

 その他 △704 △392

 投資活動によるキャッシュ・フロー △453,922 △700,330

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 300,000 △900,000

 長期借入金の返済による支出 ― △73,830

 自己株式の取得による支出 ― △232

 自己株式の処分による収入 ― 580,589

 配当金の支払額 △83,537 △77,489

 その他 ― △1,049

 財務活動によるキャッシュ・フロー 216,462 △472,011

現金及び現金同等物に係る換算差額 ― △2,319

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △89,101 121,505

現金及び現金同等物の期首残高 800,766 727,563

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  711,665 ※  849,069
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【注記事項】

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 
当第２四半期連結累計期間

(自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日)

税金費用の計算 　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。
 

 

(追加情報)

（従業員持株会信託型ESOP）

当社は、平成30年３月より、中長期的な企業価値の向上と福利厚生の拡充を目的としたインセンティブ・プラ

ン「従業員持株会信託型ESOP」を導入しております。

　１．取引の概要

従業員持株会信託は、信託の設定後約５年間にわたり「B-EN-G社員持株会」(以下、「持株会」という。)が

取得すると合理的に見込まれる数の当社株式を市場から一括取得し、持株会が定期的に行う当社株式の取得に

際して、当社株式を持株会に売却いたします。

 

　２．信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額(付随費用の金額を除く。)により、純資産の部に自己株

式として計上しております。当該株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度175,296千円及び96,000株、当

第２四半期連結会計期間143,706千円及び78,700株であります。

 
　３．総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

前連結会計年度 220,000千円、当第２四半期連結会計期間 146,169千円

 

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。

 
(四半期連結損益計算書関係)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日)

従業員給料手当 731,157千円 683,821千円

賞与引当金繰入額 151,199千円 223,933千円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日)

現金及び預金 711,665千円 849,069千円

現金及び現金同等物 711,665千円 849,069千円
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月23日
定時株主総会

普通株式 83,992 14 平成29年３月31日 平成29年６月26日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年11月９日
取締役会

普通株式 65,994 11 平成29年９月30日 平成29年12月４日 利益剰余金
 

 

当第２四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月22日
定時株主総会

普通株式 77,860 14 平成30年３月31日 平成30年６月25日 利益剰余金
 

　　(注) 配当金の総額には従業員持株会信託が保有する当社株式に対する配当金1,344千円が含まれております。

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年11月８日
取締役会

普通株式 76,197 13 平成30年９月30日 平成30年12月４日 利益剰余金
 

　　(注) 配当金の総額には従業員持株会信託が保有する当社株式に対する配当金1,023千円が含まれております。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

当社は、平成30年８月27日開催の取締役会決議に基づき、平成30年９月11日付で、株式会社図研を引受先とし

た第三者割当による自己株式300,000株の処分を行っております。また従業員持株会信託による自己株式17,300株

の売却等を行っております。これらの結果、当第２四半期連結累計期間において資本剰余金が21,755千円増加、

自己株式が558,601千円減少し、当第２四半期連結会計期間末において資本剰余金が447,955千円、自己株式が

387,375千円となっております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連
結損益計
算書計上
額
(注)２

ソリュー
ション

プロダクト
システム
サポート

計

売上高       

  外部顧客への売上高 4,113,960 2,059,989 119,583 6,293,532 ― 6,293,532

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

432 2,364 841,618 844,414 △844,414 ―

計 4,114,392 2,062,353 961,201 7,137,947 △844,414 6,293,532

セグメント利益又は損失(△) 574,183 458,911 △132,109 900,984 △797,713 103,271
 

(注) １ セグメント利益又は損失(△)の調整額△797,713千円は、各報告セグメントに配分していな

い全社費用等であります。

２ セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日)

 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連
結損益計
算書計上
額
(注)２

ソリュー
ション

プロダクト
システム
サポート

計

売上高       

  外部顧客への売上高 4,451,965 2,571,538 142,858 7,166,362 ― 7,166,362

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

7,670 8,006 907,676 923,352 △923,352 ―

計 4,459,635 2,579,544 1,050,534 8,089,714 △923,352 7,166,362

セグメント利益 732,898 574,043 69,065 1,376,008 △849,689 526,318
 

(注) １ セグメント利益の調整額△849,689千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用等

であります。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
至　平成30年９月30日)

１株当たり四半期純利益  10円71銭 61円18銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する
四半期純利益

(千円) 64,247 336,846

普通株主に帰属しない金額 (千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属
する四半期純利益

(千円) 64,247 336,846

普通株式の期中平均株式数 (株) 5,999,466 5,506,048
 

(注)１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

　　２　当第２四半期連結累計期間の株主資本において自己株式として計上されている従業員持株会信

託に残存する自社の株式は、１株当たり四半期純利益の算定上、期中平均株式数の計算におい

て控除する自己株式に含めております。

なお、当第２四半期連結累計期間の１株当たり四半期純利益の算定上、控除した当該自己株式

の期中平均株式数は88,156株であります。

　

 
２ 【その他】

第40期（平成30年４月１日から平成31年３月31日まで）中間配当について、平成30年11月８日開催の取締役会にお

いて、平成30年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議

いたしました。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　     76,197千円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　 　　　  13円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　平成30年12月４日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成30年11月９日

東洋ビジネスエンジニアリング株式会社

取 締 役 会 御 中

 

EY新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 堀　　越　　喜　　臣 印

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 伊　　東　　　　　朋 印

 

 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東洋ビジネスエ

ンジニアリング株式会社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成

30年７月１日から平成30年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年９月30日まで)に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四

半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東洋ビジネスエンジニアリング株式会社及び連結子会社の平成30

年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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